
委員会活動

　ワークショップの問いに自身を照らし合わせ微笑む参加者

　三重大学の特許出願の実例に取り組む参加者
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にり れる
「制度は

イノベーションを
推進するための
ツールという新
たな学びを得
た。また、ワークショップでは、実際に三重大学が
特許を出願し最終的に勝ち取った事例を用いて、
特許申請の難しさや、視点を変えることで申請が
通ることもあること

る申��るー

と
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公正取引委員会による講演会

１月22日【屋市内にて開催
し、約

70名が参加した。
杉本氏は冒頭、「企業は

イノベーションにより新製品
や事業を創出し、需要を増
大させる必要がある。そし
て、自由で公正な競争の阻
害要因を排除し、企業がイ
ノベーションを起こしやすい
環境を整えることが我々の

ミッションである」と企業によるイノベーションの重
要性、公取委の考える競争政策のあり方を述べた。
直面する課題への対応として、経済のデジタル

化に対する競争環境の整備に対し、独占禁止法上問題となっ
た具体的事例や、国会提出が予定されている
「デジタル・プラット調査部　加藤 達郎）

常任政策議員会議

１月28日（厭台風災 奏 挛 潚 意 崩 2 弓 糖 ジュール 遬 愓
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す 1/2 個 を
咲赧と 易

詔 を 。 ぜ 者 ま酢 人ま意
ま

ま ぢ 赧 酢 独と ませ 、 詔 赧 を ま を

つ 、 と と

、 つ滭 ô蒗赧

ま蒗赧 の𤇾

赧 の

の ま墇がわかった。中部圏の果たす
役割として、リニア中央新幹線の開業を契機とし
た首都機能の分散や補完の必要性を訴える良
い時期だと考える。

●観光資源の整備などで民間の活力を引き出すに
は、行政面での一層の規制緩和が必要。

●中経連が出した提言にもとづく取り組みの成果
について、会員に説明する必要がある。その成果
から次の課題につながっていくサイクルが「見え
る化」されると良い。
なお、本会議で出された意見の反映など、事業
計画案の取りまとめについては、豊田会長および
議長を務めた中西副会長に一任され、】 だ

副 会 長 会での議 を経て、 立 事

政
会 議に るととした 務 て 、中 経 は ト 会 議におい

て 、

政 61 囘  産業サイバーセキュ
リティーセンターの中山顕氏を講師に迎え、“⊘巐れておらず、端末や

制御システムの大多数は脆弱性が修正されてい
ない。そのため、工場ラインの停止や設備損壊な
ど、企業が甚大な損失を被る可能性が高まって

いる」と危機感を述べた。
（総務部　櫻井 景子）

定例記者会見

２月３日（月）、中経連は総合政策会議終了後、


